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(57)【要約】
【課題】偏光子を薄型化した場合にも、カールの発生を抑えられる偏光子を有する偏光板
を提供すること。
【解決手段】基材層と親水性高分子層が積層されている積層体が延伸処理されている延伸
積層体であって、かつ前記親水性高分子層には少なくとも二色性物質が吸着されている延
伸積層体を含有することを特徴とする偏光板。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材層と親水性高分子層が積層されている積層体が延伸処理されている延伸積層体であ
って、かつ前記親水性高分子層には少なくとも二色性物質が吸着されている延伸積層体を
含有することを特徴とする偏光板。
【請求項２】
　基材層と親水性高分子層が積層されている積層体は、基材層に、親水性高分子を含有す
る水溶液を塗工した後に、乾燥することにより得られたものであることを特徴とする請求
項１記載の偏光板。
【請求項３】
　基材層と親水性高分子層が積層されている積層体は、基材層の形成材と、親水性高分子
層の形成材の共押出により形成したものであることを特徴とする請求項１記載の偏光板。
【請求項４】
　基材層と親水性高分子層が積層されている積層体は、基材層と親水性高分子層が直接積
層されていることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の偏光板。
【請求項５】
　親水性高分子層を形成する親水性高分子が、ポリビニルアルコール系樹脂であることを
特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の偏光板。
【請求項６】
　延伸積層体における親水性高分子層の厚みが、０．５～３０μｍであることを特徴とす
る請求項１～５のいずれかに記載の偏光板。
【請求項７】
　親水性高分子層が、架橋処理されていることを特徴とする請求項１～６のいずれかに記
載の偏光板。
【請求項８】
　延伸積層体における基材層の透湿度が、１２０ｇ／ｍ２／２４ｈ以下であることを特徴
とする請求項１～７のいずれかに記載の偏光板。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかに記載の偏光板が、少なくとも１枚積層されていることを特徴
とする光学フィルム。
【請求項１０】
　請求項１～８のいずれかに記載の偏光板または請求項９記載の光学フィルムが用いられ
ていることを特徴とする画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光板に関する。当該偏光板はこれ単独で、またはこれを積層した光学フィ
ルムとして液晶表示装置（ＬＣＤ）、有機ＥＬ表示装置、ＣＲＴ、ＰＤＰ、ＯＬＥＤ等の
画像表示装置を形成しうる。
【背景技術】
【０００２】
　画像表示装置（特に液晶表示装置）には偏光板が用いられている。偏光板は、明るく、
色の再現性が良い画像を提供するために、高い透過率と高い偏光度を兼ね備えることが必
要とされている。このような偏光板は、偏光子の片面または両面に透明保護フィルムを接
着剤により貼り合わせたものが用いられている。透明保護フィルムとしては、透湿度の高
いトリアセチルセルロース等が用いられる。
【０００３】
　偏光子は、従来、ポリビニルアルコール系フィルムに、二色性を有するヨウ素または二
色性染料等の二色性物質を配向させることにより製造されている。具体的には、例えば、
原反ロールから繰り出されるポリビニルアルコール系フィルムに、膨潤処理、染色処理、
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架橋処理、延伸処理、水洗処理、乾燥処理等を施すことにより得られる（特許文献１）。
【０００４】
　上記製造方法では、原反ロールのポリビニルアルコール系フィルムを用いるため、フィ
ルムの取り扱い性等が考慮される結果、得られる偏光子の厚さを薄くするには限界があっ
た。従って、上記製造方法により得られる偏光子の厚みは、通常、３０μｍを超えるもの
であった。しかし、偏光子の厚みが厚くなると、当該偏光子またはこれを用いた偏光板の
収縮応力が大きくなって、これらを液晶表示装置等の画像表示装置に貼り合わせた際に、
カールが発生して光漏れを生じることが問題となっている。かかる偏光板に生じるカール
の問題は加湿環境下において偏光子に水分が出入りすることで顕著になる。一方、原反ロ
ールのポリビニルアルコール系フィルムは、厚み３０μｍ程度の薄膜であることから、延
伸処理等によってフィルムが切断される等の生産性の問題もあった。
【０００５】
　上記加湿環境下でのカールの問題に対しては、偏光子の全面を低透湿性の透明保護フィ
ルムで覆うことによって、加湿環境下での偏光子の水分の出入りを抑えることでカールを
抑制することが知られている（特許文献２，特許文献３）。しかしながら、低透湿性の透
明保護フィルムを用いても、偏光板の側面から浸入してくる水分を十分に抑制することは
できない。更に、両面に透明保護フィルムを有する通常の偏光板において、低透湿性の透
明保護フィルムを用いる場合には、偏光板の作製工程にあたって、偏光子中の水分を除去
した後に透明保護フィルムを貼り合せる必要があるため、低透湿性の透明保護フィルムを
用いることは水分除去に時間がかかり、生産性の観点から好ましくない。
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－３４１５１５号公報
【特許文献２】特開２００２－０５２２２７号公報
【特許文献３】特開２００４－０９０５４６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、偏光子を薄型化した場合にも、カールの発生を抑えられる偏光子を有する偏
光板を提供することを目的とする。さらには、加湿環境下においてもカールの発生を抑え
られる偏光板を提供することを目的とする。
【０００８】
　また本発明は当該偏光板を積層した光学フィルムを提供すること、さらには、当該偏光
板、光学フィルムを用いた液晶表示装置等の画像表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、以下に示す偏光板により前
記目的に達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち本発明は、基材層と親水性高分子層が積層されている積層体が延伸処理されて
いる延伸積層体であって、かつ前記親水性高分子層には少なくとも二色性物質が吸着され
ている延伸積層体を含有することを特徴とする偏光板、に関する。
【００１１】
　前記偏光板において、基材層と親水性高分子層が積層されている積層体は、基材層に、
親水性高分子を含有する水溶液を塗工した後に、乾燥することにより得られたものを用い
ることができる。
【００１２】
　前記偏光板において、基材層と親水性高分子層が積層されている積層体は、基材層の形
成材と、親水性高分子層の形成材の共押出により形成したものを用いることができる。
【００１３】
　前記偏光板において、基材層と親水性高分子層が積層されている積層体は、基材層と親
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水性高分子層が直接積層されているものを用いることができる。
【００１４】
　前記偏光板において、親水性高分子層を形成する親水性高分子としては、ポリビニルア
ルコール系樹脂が好適である。
【００１５】
　前記偏光板において、延伸積層体における親水性高分子層の厚みが、０．５～３０μｍ
であることが好ましい。
【００１６】
　前記偏光板において、親水性高分子層は、架橋処理したものとすることができる。
【００１７】
　前記偏光板において、延伸積層体における基材層の透湿度が、１２０ｇ／ｍ２／２４ｈ
以下であることが好ましい。
【００１８】
　また本発明は、前記偏光板が、少なくとも１枚積層されていることを特徴とする光学フ
ィルム、に関する。
【００１９】
　さらに本発明は、前記偏光板または前記光学フィルムが用いられていることを特徴とす
る画像表示装置、に関する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の偏光板は、基材層と親水性高分子層が積層されている積層体を延伸処理して得
られる延伸積層体であり、当該延伸積層体における親水性高分子層が、二色性物質が吸着
されることで偏光子として機能する。前記偏光子である親水性高分子層は、基材層に積層
されて、これらが一体として偏光板を形成しているため、薄層の親水性高分子層（偏光子
）の形成が可能である。このように、本発明の偏光板が有する偏光子は、基材と一体化し
た薄型化が可能であることから、本発明の偏光板は液晶表示装置に貼り合わせた場合にお
いても偏光板の収縮応力を小さく制御でき、偏光板にカールが発生することにより生じる
光漏れを抑えることができる。
【００２１】
　また本発明の偏光板は、延伸積層体における基材層の透湿度を、１２０ｇ／ｍ２／２４
ｈ以下とすることにより、加湿環境下においても、基材層の表面からの水分の浸入を効果
的に抑制することができる。更に本発明の偏光板は、偏光子が薄層の親水性高分子層であ
るため、偏光板の側面からの水分の浸入も抑制され、親水性高分子層である偏光子の水分
による膨張収縮が抑制される。その結果、本発明の偏光板は、延伸積層体における基材層
の透湿度を、１２０ｇ／ｍ２／２４ｈ以下とすることにより、加湿環境下においてもカー
ルが発生し難くなる。
【００２２】
　また、前述の通り、本発明の偏光板は、基材層と親水性高分子層が積層されている積層
体を延伸処理して得られる延伸積層体であることから、基材層と親水性高分子層が一体化
した状態の積層体として延伸される。そのため、本発明の偏光子（偏光板）は、従来のポ
リビニルアルコール系フィルムから得られる偏光子に比べて薄層のものが得られるにも拘
らず、従来のポリビニルアルコール系フィルムのみを延伸することにより得られる偏光子
に比べて、均一な延伸が可能であり、偏光子の配向性（吸収軸のバラツキ）を抑制でき、
偏光子（偏光板）の特性を向上することができる。また、本発明の偏光板では、薄膜のポ
リビニルアルコール系フィルムを用いる代わりに、基材層と親水性高分子層が積層されて
いる積層体に対して延伸処理が施されるため、延伸処理時におけるフィルム切断等の問題
を低減でき、従来の偏光子の製造方法に比べて、生産性を向上することができる。また、
本発明で得られた偏光板は、親水性高分子層の片側には基材層を有するため、当該基材層
をそのまま、偏光子の透明保護フィルムとして用いることができ、この点から偏光板の生
産性を向上することができる。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　本発明の偏光板は、基材層と親水性高分子層が積層されている積層体が延伸処理されて
いる延伸積層体を含有する。当該延伸積層体の親水性高分子層には少なくとも二色性物質
が吸着されている。かかる本発明の偏光板に係る延伸積層体は、基材層と親水性高分子層
が積層されている積層体に、延伸処理および二色性物質の吸着処理を施すことにより得る
ことができる。
【００２４】
　前記基材層としては、従来、偏光子の透明保護フィルムとして用いられていたものを用
いることができる。基材層を構成する材料としては、例えば透明性、機械的強度、熱安定
性、水分遮断性、等方性、延伸性などに優れる熱可塑性樹脂が用いられる。このような熱
可塑性樹脂の具体例としては、トリアセチルセルロース等のセルロース樹脂、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル樹脂、ポリエーテルスル
ホン樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ナイロンや芳香族ポリアミド等の
ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン・プロピレ
ン共重合体等のポリオレフィン樹脂、シクロ系乃至ノルボルネン構造を有する環状ポリオ
レフィン樹脂（ノルボルネン系樹脂）、（メタ）アクリル樹脂、ポリアリレート樹脂、ポ
リスチレン樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、およびこれらの混合物があげられる。また
前記基材層は、親水性高分子層との密着性を向上するため、プライマー層（下塗り層）等
の薄層が形成されていてもよい。
【００２５】
　また、基材層の材料としては、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７０
０７）に記載のポリマーフィルム、例えば、（Ａ）側鎖に置換および／または非置換イミ
ド基を有する熱可塑性樹脂と、（Ｂ）側鎖に置換および／または非置換フェニルならびに
ニトリル基を有する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物があげられる。具体例としてはイ
ソブチレンとＮ－メチルマレイミドからなる交互共重合体とアクリロニトリル・スチレン
共重合体とを含有する樹脂組成物のフィルムがあげられる。フィルムは樹脂組成物の混合
押出品などからなるフィルムを用いることができる。これらのフィルムは位相差が小さく
、光弾性係数が小さいため偏光板の歪みによるムラなどの不具合を解消することができ、
また透湿度が小さいため、加湿耐久性に優れる。
【００２６】
　基材層には、前記材料の他に、任意の適切な添加剤が１種類以上含まれていてもよい。
添加剤としては、例えば、紫外線吸収剤、酸化防止剤、滑剤、可塑剤、離型剤、着色防止
剤、難燃剤、核剤、帯電防止剤、顔料、着色剤などがあげられる。基材層中の上記熱可塑
性樹脂の含有量は、好ましくは５０～１００重量％、より好ましくは５０～９９重量％、
さらに好ましくは６０～９８重量％、特に好ましくは７０～９７重量％である。基材層中
の上記熱可塑性樹脂の含有量が５０重量％以下の場合、熱可塑性樹脂が本来有する高透明
性等が十分に発現できないおそれがある。
【００２７】
　前記基材層は、延伸処理された後の透湿度（延伸積層体における透湿度）が、０～１２
０ｇ／ｍ２／２４ｈであることが好ましく、更には０～８０ｇ／ｍ２／２４ｈであること
が好ましく、特に０～２０ｇ／ｍ２／２４ｈであることが好ましい。透湿度が、１２０ｇ
／ｍ２／２４ｈを超えると、加湿環境下、湿熱環境下において、基材層の表面より水分が
浸入しやすくなり親水性高分子層が膨張して、偏光板がカールを引き起こし、透湿度が大
きくなりすぎると、偏光板として実用に耐えない場合がある。
【００２８】
　なお、本発明における、延伸積層体における基材層の透湿度は、親水性高分子層を積層
していない状態の基材層のみに対して、得られる偏光板と同様の延伸処理を施した基材層
の透湿度である。
【００２９】
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　延伸積層体における基材層の透湿度は、当該延伸積層体における基材層の厚みによって
調整することができるが、より薄い厚みで上記低透湿性（透湿度０～１２０ｇ／ｍ２／２
４ｈ以下）を満足するには、基材層として低透湿性の材料を用いるのが好ましい。低透湿
性の材料としては、前記例示の樹脂のなかでも、ポリカーボネート樹脂、ポリアリレート
樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリオレフィン樹脂、環状オレフィン樹脂、
（メタ）アクリル樹脂、またはこれらの混合体を用いることが好ましい。
【００３０】
　本発明の基材層の材料としては、低透湿性の観点から、特に、ポリオレフィン樹脂、環
状ポリオレフィン樹脂および（メタ）アクリル樹脂から選ばれるいずれか少なくとも１つ
を用いるのが好ましい。
【００３１】
　ポリオレフィン樹脂としては、ポリエチレン、ポリプロピレン等があげられる。環状ポ
リオレフィン樹脂の具体的としては、好ましくはノルボルネン系樹脂である。環状オレフ
ィン系樹脂は、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の総称であり、例えば、
特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特開平３－１２２１３７
号公報等に記載されている樹脂があげられる。具体例としては、環状オレフィンの開環（
共）重合体、環状オレフィンの付加重合体、環状オレフィンとエチレン、プロピレン等の
α－オレフィンとその共重合体（代表的にはランダム共重合体）、および、これらを不飽
和カルボン酸やその誘導体で変性したグラフト重合体、ならびに、それらの水素化物など
があげられる。環状オレフィンの具体例としては、ノルボルネン系モノマーがあげられる
。
【００３２】
　環状ポリオレフィン樹脂としては、種々の製品が市販されている。具体例としては、日
本ゼオン株式会社製の商品名「ゼオネックス」、「ゼオノア」、ＪＳＲ株式会社製の商品
名「アートン」、ＴＩＣＯＮＡ社製の商品名「トーパス」、三井化学株式会社製の商品名
「ＡＰＥＬ」があげられる。
【００３３】
　（メタ）アクリル系樹脂としては、Ｔｇ（ガラス転移温度）が好ましくは１１５℃以上
、より好ましくは１２０℃以上、さらに好ましくは１２５℃以上、特に好ましくは１３０
℃以上である。Ｔｇが１１５℃以上であることにより、偏光板の耐久性に優れたものとな
りうる。上記（メタ）アクリル系樹脂のＴｇの上限値は特に限定きれないが、成形性等の
観点から、好ましくは１７０℃以下である。（メタ）アクリル系樹脂からは、面内位相差
（Ｒｅ）、厚み方向位相差（Ｒｔｈ）がほぼゼロのフィルムを得ることができる。
【００３４】
　（メタ）アクリル系樹脂としては、本発明の効果を損なわない範囲内で、任意の適切な
（メタ）アクリル系樹脂を採用し得る。例えば、ポリメタクリル酸メチルなどのポリ（メ
タ）アクリル酸エステル、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸共重合、メタクリル
酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、メタクリル酸メチル－アクリル酸エス
テル－（メタ）アクリル酸共重合体、（メタ）アクリル酸メチル－スチレン共重合体（Ｍ
Ｓ樹脂など）、脂環族炭化水素基を有する重合体（例えば、メタクリル酸メチル－メタク
リル酸シクロヘキシル共重合体、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸ノルボルニル
共重合体など）があげられる。好ましくは、ポリ（メタ）アクリル酸メチルなどのポリ（
メタ）アクリル酸Ｃ１－６アルキルがあげられる。より好ましくはメタクリル酸メチルを
主成分（５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％）とするメタクリル酸メチ
ル系樹脂があげられる。
【００３５】
　（メタ）アクリル系樹脂の具体例として、例えば、三菱レイヨン株式会社製のアクリペ
ットＶＨやアクリペットＶＲＬ２０Ａ、特開２００４－７０２９６号公報に記載の分子内
に環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂、分子内架橋や分子内環化反応により得られる
高Ｔｇ（メタ）アクリル樹脂系があげられる。
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【００３６】
　（メタ）アクリル系樹脂としては、ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂を
用いることもできる。ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂としては、特開２
０００－２３００１６号公報、特開２００１－１５１８１４号公報、特開２００２－１２
０３２６号公報、特開２００２－２５４５４４号公報、特開２００５－１４６０８４号公
報などに記載のものがあげられる。
【００３７】
　また、（メタ）アクリル系樹脂としては、不飽和カルボン酸アルキルエステルの構造単
位およびグルタル酸無水物の構造単位を有するアクリル樹脂を用いることができる。前記
アクリル樹脂としては、特開２００４－７０２９０号公報、特開２００４－７０２９６号
公報、特開２００４－１６３９２４号公報、特開２００４－２９２８１２号公報、特開２
００５－３１４５３４号公報、特開２００６－１３１８９８号公報、特開２００６－２０
６８８１号公報、特開２００６－２６５５３２号公報、特開２００６－２８３０１３号公
報、特開２００６－２９９００５号公報、特開２００６－３３５９０２号公報などに記載
のものがあげられる。
【００３８】
　また、（メタ）アクリル系樹脂としては、グルタルイミド単位、（メタ）アクリル酸エ
ステル単位、および芳香族ビニル単位を有する熱可塑性樹脂を用いることができる。当該
熱可塑性樹脂としては、特開２００６－３０９０３３号公報、特開２００６－３１７５６
０号公報、特開２００６－３２８３２９号公報、特開２００６－３２８３３４号公報、特
開２００６－３３７４９１号公報、特開２００６－３３７４９２号公報、特開２００６－
３３７４９３号公報、特開２００６－３３７５６９号公報などに記載のものがあげられる
。
【００３９】
　また、本発明の基材層の材料としては、位相差が小さい観点からは、セルロース樹脂、
ポリオレフィン樹脂、環状ポリオレフィン樹脂および（メタ）アクリル樹脂から選ばれる
いずれか少なくとも１つを用いるのが好ましい。
【００４０】
　セルロース樹脂は、セルロースと脂肪酸のエステルである。このようセルロースエステ
ル系樹脂の具体例としでは、セルローストリアセテート、セルロースジアセテート、セル
ローストリプロピオネート、セルロースジプロピオネート等があげられる。これらのなか
でも、セルローストリアセテートが特に好ましい。セルローストリアセテートは多くの製
品が市販されており、入手容易性やコストの点でも有利である。セルローストリアセテー
トの市販品の例としては、富士写真フイルム社製の商品名「ＵＶ－５０」、「ＵＶ－８０
」、「ＳＨ－８０」、「ＴＤ－８０U」、「ＴＤ－ＴＡＣ」、「ＵＺ－ＴＡＣ」や、コニ
カ社製の「ＫＣシリーズ」等があげられる。一般的にこれらセルローストリアセテートは
、面内位相差（Ｒｅ）はほぼゼロであるが、厚み方向位相差（Ｒｔｈ）は、～６０ｎｍ程
度を有している。
【００４１】
　なお、厚み方向位相差が小さいセルロース樹脂フィルムは、例えば、上記セルロース樹
脂を処理することにより得られる。例えばシクロペンタノン、メチルエチルケトン等の溶
剤を塗工したポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレン、ステンレスなどの基材フィ
ルムを、一般的なセルロース系フィルムに貼り合わせ、加熱乾燥（例えば８０～１５０℃
で３～１０分間程度）した後、基材フィルムを剥離する方法；ノルボルネン系樹脂、（メ
タ）アクリル系樹脂などをシクロペンタノン、メチルエチルケトン等の溶剤に溶解した溶
液を一般的なセルロース樹脂フィルムに塗工し加熱乾燥（例えば８０～１５０℃で３～１
０分間程度）した後、塗工フィルムを剥離する方法などがあげられる。
【００４２】
　また、厚み方向位相差が小さいセルロース樹脂フィルムとしては、脂肪置換度を制御し
た脂肪酸セルロース系樹脂フィルムを用いることができる。一般的に用いられるトリアセ
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チルセルロースでは酢酸置換度が２．８程度であるが、好ましくは酢酸置換度を１．８～
２．７に制御することによってＲｔｈを小さくすることができる。上記脂肪酸置換セルロ
ース系樹脂に、ジブチルフタレート、ｐ－トルエンスルホンアニリド、クエン酸アセチル
トリエチル等の可塑剤を添加することにより、Ｒｔｈを小さく制御することができる。可
塑剤の添加量は、脂肪酸セルロース系樹脂１００重量部に対して、好ましくは４０重量部
以下、より好ましくは１～２０重量部、さらに好ましくは１～１５重量部である。
【００４３】
　基材層（延伸前）の厚さは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等の作業性、
薄層性などの点より１～５００μｍ程度である。特に１～３００μｍが好ましく、５～２
００μｍがより好ましい。基材層の厚さは、５～１５０μｍの場合に特に好適である。一
方、延伸積層体における基材層（延伸後の基材層）の厚さは、強度や取扱性等の作業性の
点より、１～４００μｍ程度であり、１～２００μｍであるのが好ましく、５～１００μ
ｍであるのがより好ましい。延伸積層体における基材層の厚さは、基材層（延伸前）の厚
さと延伸倍率により決定される。なお、一般に透湿度は、厚みの逆数に比例するため、延
伸積層体の基材層の透湿度の制御は、前記透湿度の範囲になるように延伸前の基材層の厚
さと延伸倍率を制御することにより決定することができる。
【００４４】
　本発明の積層体において、親水性高分子層の形成に用いる親水性高分子としては、ポリ
ビニルアルコール系材料があげられる。ポリビニルアルコール系材料としては、例えば、
ポリビニルアルコールおよびその誘導体があげられる。ポリビニルアルコールの誘導体と
しては、ポリビニルホルマール、ポリビニルアセタール等があげられる他、エチレン、プ
ロピレン等のオレフィン、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸等の不飽和カルボン酸
そのアルキルエステル、アクリルアミド等で変性したものがあげられる。ポリビニルアル
コールの重合度は、１００～１００００程度が好ましく、１０００～１００００がより好
ましい。ケン化度は８０～１００モル％程度のものが一般に用いられる。上記の他、親水
性高分子としては、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化物、ポリビニルアルコー
ルの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等があげられる。前記親水性高分子とし
ては、ポリビニルアルコール系材料のなかでも、ポリビニルアルコールを用いるのが好ま
しい。
【００４５】
　前記ポリビニルアルコール系樹脂中には、可塑剤、界面活性剤等の添加剤を含有するこ
ともできる。可塑剤としては、ポリオールおよびその縮合物等があげられ、たとえばグリ
セリン、ジグリセリン、トリグリセリン、エチレングリコール、プロピレングリコール、
ポリエチレングリコール等があげられる。可塑剤等の使用量は、特に制限されないがポリ
ビニルアルコール系樹脂中２０重量％以下とするのが好適である。
【００４６】
　本発明で用いる積層体は、前記基材層と親水性高分子層が積層されているものである。
当該積層体における親水性高分子層の厚さは、当該積層体を延伸処理することにより得ら
れる延伸積層体における親水性高分子層（延伸物）の厚みに応じて適宜に設定することが
できる。前記延伸積層体における親水性高分子層（延伸物）の厚みは、偏光子を薄型とし
て用いることを重視する観点から、０．５～３０μｍであることが好ましく、さらには１
～２０μｍ、さらには２～１０μｍである。親水性高分子層（延伸物）の厚みが０．５μ
ｍ未満では、製造時の厚みバラツキの影響が大きくなり、外観不良が生じ易くなるので好
ましくない。
【００４７】
　積層体における親水性高分子層の厚さは、延伸処理により延伸または収縮が生じて、上
記の厚さになる。従って、積層体における親水性高分子層の厚さは、通常、１～５０μｍ
程度、さらには２～３０μｍとするのが好ましい。なお、積層体、延伸積層体における親
水性高分子層の厚さの測定は、親水性高分子層を基材層から剥がした後に測定することが
できる。厚さの測定は、厚みゲージ等により行う。
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【００４８】
　本発明で用いる積層体は、例えば、基材層に、親水性高分子を含有する水溶液を塗工し
た後に、乾燥することにより得ることができる。かかる塗工により、基材層と親水性高分
子層は、プライマー層を介して、または、基材層と親水性高分子層が、直接、積層し、基
材層と親水性高分子層が一体化した状態の積層体が得られる。前記水溶液は、親水性高分
子の粉末または親水性高分子フィルムの粉砕物、切断物等を、適宜に加熱した水（熱水）
に溶解することにより調製することができる。前記水溶液の基材層上への塗工は、塗工法
は、ワイヤーバーコーティング法、リバースコーティング、グラビアコーティング等のロ
ールコーティング法、スピンコーティング法、スクリーンコーティング法、ファウンテン
コーティング法、ディッピング法、スプレー法などを適宜に選択して採用できる。基材層
がプライマー層を有する場合には当該プライマー層に、プライマー層を有しない場合には
基材層に、直接、前記水溶液を塗工する。なお、乾燥温度は、通常、５０～２００℃、好
ましくは８０～１５０℃であり、乾燥時間は、通常、５～３０分間程度である。
【００４９】
　また本発明で用いる積層体は、例えば、基材層の形成材と、親水性高分子層の形成材の
共押出により形成することができる。かかる共押出により基材層と親水性高分子層が一体
化した状態の積層体が得られる。共押出にあたっては、基材層の材料および親水性高分子
層の材料を、それぞれ各層の形成材として共押出機に仕込み、共押出される基材層および
親水性高分子層の厚さが、前記範囲になるように制御することが好ましい。
【００５０】
　本発明の偏光板は、前記基材層と親水性高分子層が積層されている積層体に、延伸処理
および二色性物質による染色処理を施すことにより得られる。前記各処理が施された延伸
積層体は、前記親水性高分子層への延伸処理と、二色性物質による染色処理により、得ら
れる親水性高分子層には二色性物質が吸着されて偏光子として機能するようになる。
【００５１】
　延伸処理は、前記積層体に、通常、延伸処理は、一軸延伸を施すことにより行う。一軸
延伸は、前記積層体の長手方向に対して行う縦延伸、前記積層体の幅方向に対して行う横
延伸のいずれも採用することができる。本発明では横延伸により行うことが好ましい。横
延伸では、幅方向に延伸を行いながら、長手方向に収縮させることもできる。横延伸方式
としては、例えば、テンターを介して一端を固定した固定端一軸延伸方法や、一端を固定
しない自由端一軸延伸方法等があげられる。縦延伸方式としては、ロール間延伸方法、圧
縮延伸方法、テンターを用いた延伸方法等があげられる。延伸処理は多段で行うこともで
きる。また、延伸処理は、二軸延伸、斜め延伸などを施すことにより行うことができる。
【００５２】
　また、延伸処理は、湿潤式延伸方法と乾式延伸方法のいずれも採用できるが、本発明で
は乾式延伸方法を用いるのが、前記積層体を延伸する際の温度範囲を広く設定することが
できる点で好ましい。乾式延伸方法では、通常、前記積層体を、５０～２００℃程度、好
ましくは８０～１８０℃、さらに好ましくは１００～１６０℃に加熱した状態で延伸処理
が行われる。
【００５３】
　延伸処理では、前記積層体の元長に対して、総延伸倍率で１．５～１７倍の範囲になる
ように行う。好ましくは１．５～１０倍、さらに好ましくは１．５～８倍である。なお、
前記総延伸倍率は、延伸処理工程以外の工程等において延伸を伴う場合には、それらの工
程における延伸を含めた累積の延伸倍率をいう。総延伸倍率は、他の工程等における延伸
倍率を考慮して適宜に決定される。総延伸倍率が低いと、配向が不足して、高い光学特性
（偏光度）の偏光子が得られにくい。一方、総延伸倍率が高すぎると延伸切れが生じ易く
なり、また偏光子が薄くなりすぎて、続く工程での加工性が低下するおそれがある。
【００５４】
　染色処理は、前記積層体の親水性高分子層に、二色性物質を吸着させることより行う。
二色性物質としては、例えば、ヨウ素や有機染料等があげられる。有機染料としては、例
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えば、レッドＢＲ、レッドＬＲ、レッドＲ、ピンクＬＢ、ルビンＢＬ、ボルドーＧＳ、ス
カイブルーＬＧ、レモンエロー、ブルーＢＲ、ブルー２Ｒ、ネイビーＲＹ、グリーンＬＧ
、バイオレットＬＢ、バイオレットＢ、ブラックＨ、ブラックＢ、ブラックＧＳＰ、エロ
ー３Ｇ、エローＲ、オレンジＬＲ、オレンジ３Ｒ、スカーレットＧＬ、スカーレットＫＧ
Ｌ、コンゴーレッド、ブリリアントバイオレットＢＫ、スプラブルーＧ、スプラブルーＧ
Ｌ、スプラオレンジＧＬ、ダイレクトスカイブルー、ダイレクトファーストオレンジＳ、
ファーストブラック、等が使用できる。これらの二色性物質は、一種類でも良いし、二種
類以上を併用して用いても良い。
【００５５】
　染色処理は、例えば、前記二色性物質を含有する溶液（染色溶液）に、前記積層体を浸
漬することにより行う。前記染色溶液としては、前記二色性物質を溶媒に溶解した溶液が
使用できる。前記溶媒としては、水が一般的に使用されるが、水と相溶性のある有機溶媒
がさらに添加されても良い。二色性物質の濃度としては、０．０１～１０重量％の範囲に
あることが好ましく、０．０２～７重量％の範囲にあることがより好ましく、０．０２５
～５重量％であることが特に好ましい。
【００５６】
　また、前記二色性物質としてヨウ素を使用する場合、染色効率をより一層向上できるこ
とから、さらにヨウ化物を添加することが好ましい。このヨウ化物としては、例えば、ヨ
ウ化カリウム、ヨウ化リチウム、ヨウ化ナトリウム、ヨウ化亜鉛、ヨウ化アルミニウム、
ヨウ化鉛、ヨウ化銅、ヨウ化バリウム、ヨウ化カルシウム、ヨウ化錫、ヨウ化チタン等が
挙げられる。これらヨウ化物の添加割合は、前記染色溶液において、０．０１～１０重量
％であることが好ましく、０．１～５重量％であることがより好ましい。これらのなかで
も、ヨウ化カリウムを添加することが好ましく、ヨウ素とヨウ化カリウムの割合（重量比
）は、１：５～１：１００の範囲にあることが好ましく、１：６～１：８０の範囲にある
ことがより好ましく、１：７～１：７０の範囲にあることが特に好ましい。
【００５７】
　前記染色溶液への積層体の浸漬時間は、特に限定されないが、通常は、１５秒～５分間
の範囲であることが好ましく、１分～３分間であることがより好ましい。また、染色溶液
の温度は、１０～６０℃の範囲にあることが好ましく、２０～４０℃の範囲にあることが
より好ましい。
【００５８】
　染色処理は、前記積層体の親水性高分子層に、二色性物質を吸着させて、二色性物質を
配向させる。前記染色処理は、前記延伸処理の前、同時または後に施すことができるが、
親水性高分子層に吸着させた二色性物質を良好に配向させる点から、染色処理は、前記積
層体に延伸処理を施した後に行うのが好ましい。
【００５９】
　本発明の偏光板には、前記延伸処理および染色処理に加えて、架橋処理を施すことがで
きる。架橋処理は、例えば、架橋剤を含む溶液（架橋溶液）中に前記積層体を浸漬してこ
とにより行うことができる。架橋剤としては、従来公知の物質が使用できる。例えば、ホ
ウ酸、ホウ砂等のホウ素化合物や、グリオキザール、グルタルアルデヒド等があげられる
。これらは一種類でも良いし、二種類以上を併用しても良い。
【００６０】
　前記架橋溶液としては、前記架橋剤を溶媒に溶解した溶液が使用できる。前記溶媒とし
ては、例えば水が使用できるが、さらに、水と相溶性のある有機溶媒を含んでも良い。前
記溶液における架橋剤の濃度は、これに限定されるものではないが、１～１０重量％の範
囲にあることが好ましく、２～６重量％であることがより好ましい。
【００６１】
　前記架橋溶液中には、偏光子の面内の均一な特性が得られる点から、ヨウ化物を添加し
てもよい。ヨウ化物としては、例えば、ヨウ化カリウム、ヨウ化リチウム、ヨウ化ナトリ
ウム、ヨウ化亜鉛、ヨウ化アルミニウム、ヨウ化鉛、ヨウ化銅、ヨウ化バリウム、ヨウ化
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カルシウム、ヨウ化錫、ヨウ化チタンがあげられ、この含有量は０．０５～１５重量％、
より好ましくは０．５～８重量％である。
【００６２】
　前記架橋溶液への前記積層体の浸漬時間は、通常、１５秒～５分間であることが好まし
く、３０秒～３分間であることがより好ましい。また、架橋溶液の温度は、１０～６０℃
の範囲にあることが好ましく、２０～５０℃の範囲にあることがより好ましい。
【００６３】
　さらに、架橋処理も染色処理と同様に、架橋溶液を塗工または噴霧する方法を用いても
行うことができる。架橋処理は、前記架橋剤を染色溶液中に配合することにより、架橋処
理と前記染色処理とを同時に行うことができる。また、架橋処理を延伸処理と行ってもよ
い。
【００６４】
　本発明の偏光板には、前記処理の他に、金属イオン処理を施すことができる。金属イオ
ン処理は、金属塩を含む水溶液に、前記積層体を浸漬することにより行う。金属イオン処
理により、種々の金属イオンを前記積層体の親水性高分子層中に含有させることができる
。
【００６５】
　金属イオンとしては、特に色調調整や耐久性付与の点からコバルト、ニッケル、亜鉛、
クロム、アルミニウム、銅、マンガン、鉄などの遷移金属の金属イオンが好ましく用いら
れる。これら金属イオンのなかでも、色調調整や耐熱性付与などの点から亜鉛イオンが好
ましい。亜鉛塩としては、塩化亜鉛、ヨウ化亜鉛などのハロゲン化亜鉛、硫酸亜鉛、酢酸
亜鉛などがあげられる。
【００６６】
　金属イオン含浸処理には、金属塩溶液が用いられる。金属塩溶液中の亜鉛イオンの濃度
は、０．１～１０重量％程度、好ましくは０．３～７重量％の範囲である。また、金属円
溶液はヨウ化カリウム等のヨウ化物を含有させた水溶液を用いるのが金属イオンを含浸さ
せやすく好ましい。金属塩溶液中のヨウ化物濃度は０．１～１０重量％程度、さらには０
．２～５重量％とするのが好ましい。
【００６７】
　金属イオン含浸処理にあたり、金属塩溶液の温度は、通常１５～８５℃程度、好ましく
は２５～７０℃である。浸漬時間は通常１～１２０秒程度、好ましくは３～９０秒間の範
囲である。金属イオン含浸処理の段階は特に制限されず、染色溶液および／または架橋溶
液中に亜鉛塩を共存させておいて、染色処理および／または架橋処理と同時に行ってもよ
い。また延伸処理と同時に行うこともできる。
【００６８】
　前記処理が施された後には、得られた延伸積層体に、洗浄処理を施すことができる。洗
浄処理は、ヨウ化カリウム等のヨウ化物溶液により行うことができる。前記ヨウ化物溶液
中のヨウ化物濃度は、通常、０．５～１０重量％程度、さらには０．５～８重量％、さら
には１～６重量％の範囲である。
【００６９】
　ヨウ化物溶液による洗浄処理にあたり、その処理温度は、通常１５～６０℃程度、好ま
しくは２５～４０℃である。浸漬時間は通常１～１２０秒程度、好ましくは３～９０秒間
の範囲である。ヨウ化物溶液による洗浄処理の段階は、乾燥処理前であれば特に制限はな
い。
【００７０】
　また、洗浄処理としては、水洗浄処理を施すことができる。水洗浄処理は、通常、イオ
ン交換水、蒸留水などの純水に前記延伸積層体を浸漬することにより行うことができる。
水洗浄温度は、通常、５～５０℃、好ましくは１０～４５℃、さらに好ましくは１５～４
０℃の範囲である。浸漬時間は、通常、１０～３００秒間、好ましくは２０～２４０秒間
程度である。
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【００７１】
　前記洗浄処理の後には乾燥処理を施すことができる。乾燥処理は、任意の適切な方法（
例えば、自然乾燥、送風乾燥、加熱乾燥）が採用されうる。例えば、加熱乾燥の場合の乾
燥温度は、通常、２０～８０℃程度であり、乾燥時間は、通常、１～１０分間程度である
。以上のようにして偏光子が得られる。
【００７２】
　本発明の偏光板（延伸積層体）は、親水性高分子層（偏光子）の片側に、基材層を有す
る。基材層は、偏光板の透明保護フィルムとして、そのまま用いることができる。一方、
親水性高分子層における基材層のない側には、透明保護フィルムを貼り合わせることがで
きる。また、親水性高分子層を基材層から剥離した後に、当該親水性高分子層の両側に透
明保護フィルムを貼り合わせることができる。
【００７３】
　透明保護フィルムとしては、前記基材層として例示したものと同様の材料を用いること
ができうる。透明保護フィルムの厚さは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等
の作業性、薄層性などの点より１～５００μｍ程度である。特に１～３００μｍが好まし
く、５～２００μｍがより好ましい。透明保護フィルムは、５～１５０μｍの場合に特に
好適である。
【００７４】
　本発明の偏光板は、実用に際して他の光学層と積層した光学フィルムとして用いること
ができる。その光学層については特に限定はないが、例えば反射板や半透過板、位相差板
（１／２や１／４等の波長板を含む）、視角補償フィルムなどの液晶表示装置等の形成に
用いられることのある光学層を１層または２層以上用いることができる。特に、本発明の
偏光板に更に反射板または半透過反射板が積層されてなる反射型偏光板または半透過型偏
光板、偏光板に更に位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光板、偏光板に更に
視角補償フィルムが積層されてなる広視野角偏光板、あるいは偏光板に更に輝度向上フィ
ルムが積層されてなる偏光板が好ましい。
【００７５】
　本発明の偏光板または光学フィルムは液晶表示装置等の各種装置の形成などに好ましく
用いることができる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる。すなわち液晶表示
装置は一般に、液晶セルと偏光板または光学フィルム、及び必要に応じての照明システム
等の構成部品を適宜に組立てて駆動回路を組込むことなどにより形成されるが、本発明に
おいては本発明による偏光板または光学フィルムを用いる点を除いて特に限定はなく、従
来に準じうる。液晶セルについても、例えばＴＮ型やＳＴＮ型、π型、ＶＡ型、ＩＰＳ型
、などの任意なタイプのものを用いうる。
【００７６】
　液晶セルの片側又は両側に偏光板または光学フィルムを配置した液晶表示装置や、照明
システムにバックライトあるいは反射板を用いたものなどの適宜な液晶表示装置を形成す
ることができる。その場合、本発明による偏光板または光学フィルムは液晶セルの片側又
は両側に設置することができる。両側に偏光板または光学フィルムを設ける場合、それら
は同じものであってもよいし、異なるものであってもよい。さらに、液晶表示装置の形成
に際しては、例えば拡散板、アンチグレア層、反射防止膜、保護板、プリズムアレイ、レ
ンズアレイシート、光拡散板、バックライトなどの適宜な部品を適宜な位置に１層又は２
層以上配置することができる。
【実施例】
【００７７】
　以下に、本発明の実施例を記載するが、本発明の実施形態はこれらに限定されない。
【００７８】
　＜位相差値の測定＞
　位相差値の測定は、平行ニコル回転法を原理とする位相差計〔王子計測機器（株）製，
製品名「ＫＯＢＲＡ２１－ＡＤＨ」〕を用いて、波長５９０ｎｍの値について測定した、
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ｎｘ、ｎｙ、ｎｚの値と、フィルム厚み（ｄ）から、正面位相差Ｒｅ、厚み方向位相差Ｒ
ｔｈ、Ｎｚを求めた。［ただし、フィルムの遅相軸方向、進相軸方向及び厚さ方向の屈折
率をそれぞれｎｘ、ｎｙ、ｎｚとし、ｄ（ｎｍ）はフィルムの厚みとする。遅相軸方向は
、フィルム面内の屈折率の最大となる方向とする。］。
【００７９】
　＜透湿度の測定＞
　透湿度は、ＪＩＳ Ｚ０２０８の透湿度試験（カップ法）に準じて、温度４０℃、湿度
９２％ＲＨの雰囲気中、面積１ｍ２の資料を２４時間に通過する水蒸気のグラム数を測定
した。
【００８０】
　実施例１
　（親水性高分子を含有する水溶液の調製）
　（株）クラレ製のポリビニルアルコールフィルム（平均重合度２４００，ケン化度９９
モル％、商品名：ＶＦ‐ＰＳ２４００）を、１辺が５ｍｍ以下の小片に裁断し、９５℃の
熱水中に溶解して、濃度１０重量％のポリビニルアルコール水溶液を調製した。
【００８１】
　（積層体の作成：親水性高分子層の形成）
　基材層として、厚み８０μｍのアクリル系樹脂フィルム（ラクトン化ポリメチルメタク
リレートフィルム，Ｒｅ＝２ｎｍ，Ｒｔｈ＝０ｎｍ）を用いた。当該アクリル系樹脂フィ
ルムは、ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂[共重合モノマーの重量比：メ
タクリル酸メチル／２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸メチル＝８／２；ラクトン環化
率約１００％]９０重量部とアクリロニトリル－スチレン（ＡＳ）樹脂｛トーヨーＡＳ Ａ
Ｓ２０，東洋スチレン(株)製｝１０重量部の混合物（（株）日本触媒製）を溶融押出成膜
した後、縦２．０倍に延伸することにより得た。
【００８２】
　上記アクリル系樹脂フィルムに、上記ポリビニルアルコール水溶液を塗工した後、１２
０℃で１０分間乾燥させて、親水性高分子層として、厚み５μｍのポリビニルアルコール
塗膜を形成した積層体を得た。
【００８３】
　（延伸処理）
　上記積層体を、１４３℃の加熱下で、テンター装置を用いて、自由端一軸延伸により、
幅方向に、延伸倍率５倍まで延伸して延伸積層体とした。このとき、チャック間距離は１
００ｍｍ、延伸速度は２ｍｍ／ｓｅｃとした。この延伸処理後において、ポリビニルアル
コール塗膜の厚みは２μｍであった。
【００８４】
　（染色処理）
　次いで、前記延伸積層体を、張力を保持した状態で、３０℃のヨウ素溶液（重量比：ヨ
ウ素／ヨウ化カリウム／水＝１／１０／１００）に６０秒間浸漬した。その後、６０℃で
４分間乾燥を行い、偏光板を得た。得られた偏光板（延伸積層体）におけるポリビニルア
ルコール塗膜の厚みは２μｍ、基材層の厚みは３９μｍであった。
【００８５】
　実施例２
　実施例１において、延伸処理における延伸倍率を３倍に変えたこと以外は実施例１と同
様の操作を行い、偏光板を得た。得られた偏光板（延伸積層体）におけるポリビニルアル
コール塗膜の厚みは３μｍ、基材層の厚みは４７μｍであった。
【００８６】
　実施例３
　実施例１において、基材層として、厚み５０μｍのアクリル系樹脂フィルム（実施例１
と同材料）を用いたこと以外は実施例１と同様の操作を行い、偏光板を得た。得られた偏
光板（延伸積層体）におけるポリビニルアルコール塗膜の厚みは２μｍ、基材層の厚みは
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２４μｍであった。
【００８７】
　実施例４
　実施例１において、基材層として、厚み５０μｍのノルボルネン系樹脂フィルム（ＪＳ
Ｒ（株）製，商品名：アートンフィルム）を用いたこと、親水性高分子層として形成した
ポリビニルアルコール塗膜の厚みを１５μｍにしたこと、延伸処理における延伸倍率を１
．５倍に変えたこと以外は実施例１と同様の操作を行い、偏光板を得た。得られた偏光板
（延伸積層体）におけるポリビニルアルコール塗膜の厚みは３μｍ、基材層の厚みは４１
μｍであった。
【００８８】
　実施例５
　実施例１において、基材層として、厚み５０μｍのノルボルネン系樹脂フィルム（日本
ゼオン（株）製，商品名：ゼオノアフィルム）を用いたこと、親水性高分子層として形成
したポリビニルアルコール塗膜の厚みを１５μｍにしたこと、延伸処理における延伸倍率
を３．３倍に変えたこと以外は実施例１と同様の操作を行い、偏光板を得た。得られた偏
光板（延伸積層体）におけるポリビニルアルコール塗膜の厚みは３μｍ、基材層の厚みは
２８μｍであった。
【００８９】
　実施例６
　実施例１において、延伸処理における延伸倍率を３倍に変えたこと、染色処理を施した
後に、さらに、３０℃の３重量％のホウ酸および３重量％のヨウ化カリウムを含有する水
溶液に３０秒間浸漬する処理を施した後に、６０℃で４分間乾燥を行ったこと以外は実施
例１と同様の操作を行い、偏光板を得た。得られた偏光板（延伸積層体）におけるポリビ
ニルアルコール塗膜の厚みは３μｍ、基材層の厚みは３９μｍであった。
【００９０】
　実施例７
　実施例１において、延伸処理を、１４３℃の加熱下で、テンター装置を用いて、固定端
（幅方向をチャックした状態）で一軸延伸により、幅方向に、延伸倍率３倍まで延伸して
延伸積層体としたこと（このとき、チャック間距離は１００ｍｍ、延伸速度は２ｍｍ／ｓ
ｅｃとした。延伸処理後のポリビニルアルコール塗膜の厚みは２μｍであった。）以外は
実施例１と同様の操作を行い、偏光板を得た。得られた偏光板（延伸積層体）におけるポ
リビニルアルコール塗膜の厚みは２μｍ、基材層の厚みは４０μｍであった。
【００９１】
　実施例８
　実施例７において、延伸処理における延伸倍率を３．５倍に変えたこと以外は実施例７
と同様の操作を行い、偏光板を得た。得られた偏光板（延伸積層体）におけるポリビニル
アルコール塗膜の厚みは２μｍ、基材層の厚みは３５μｍであった。
【００９２】
　実施例９
　実施例１において、基材層として、厚み４０μｍのアクリル系樹脂フィルム（実施例１
と同材料）を用いたこと以外は実施例１と同様の操作を行い、偏光板を得た。得られた偏
光板（延伸積層体）におけるポリビニルアルコール塗膜の厚みは２μｍ、基材層の厚みは
１８μｍであった。
【００９３】
　実施例で得られた偏光板は、延伸処理における、切断等の不具合が認められなかった。
【００９４】
　［評価］
　実施例で得られた偏光板について下記評価を行った。なお、加湿環境下のカールの測定
、光学特性測定方法にあたっては、実施例で得られた偏光板は、実際の利用形態に近い形
として、片側（偏光子層表面：親水性高分子層であるポリビニルアルコール塗膜の表面）
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に、剥離処理を施した厚み３８μｍのポリエステルフィルムを、アクリル系粘着剤層（２
０μｍ厚み）を介して積層したものを下記評価に供した。結果を表１に示す。
【００９５】
（製造直後のカールの確認）
　得られた偏光板は、偏光子（ポリビニルアルコール塗膜）が薄型であるにも拘らず、カ
ールの発生が抑えられているものであった。かかる状態にあるものを、表１では「○」と
して表示した。
【００９６】
（加湿環境下でのカールの測定）
　偏光板の長辺が延伸方向となるように、１００ｍｍ×１５０ｍｍで切り抜いてサンプル
とした。当該サンプルを温度４０℃、湿度９２％ＲＨの恒温恒湿槽中に２４時間放置した
。次いで、当該サンプルを前記槽から取り出し、金属常盤上に凸面を下にして設置し、サ
ンプルの端部４箇所の常盤からの距離を測定した。このとき、４箇所の平均値が５０ｍｍ
未満の場合をカールが抑制され偏光板として使用可能レベル（○）とした。一方、前記平
均値が５０ｍｍを超える場合をカールが著しい偏光板として使用不可能レベル（×）とし
た。
【００９７】
（光学特性測定方法）
　得られた偏光板の光学特性を、積分球付き分光光度計（日本分光株式会社製のＶ７１０
０）にて測定した。各直線偏光に対する透過率はグランテラ‐プリズム偏光子を通して得
られた完全偏光を１００％として測定した。単体透過率（Ｔｓ）、平行透過率（Ｈ0）お
よび直交透過率（Ｈ90）を、波長５５０ｎｍで測定し、その値から下記式により偏光度（
Ｐ）を求めた。なお、これらの透過率は、ＪｌＳＺ　８７０１の２度視野（Ｃ光源）によ
り、視感度補正を行ったＹ値である。
　偏光度（％）＝｛（Ｈ0－Ｈ90）／（Ｈ0＋Ｈ90）｝1/2×１００
　単体透過率（Ｔｓ）は、４０％以上、偏光度は９９％以上であるのが、液晶表示装置に
適用できる目標値として設定される。実施例で得られた偏光板は、前記単体透過率（Ｔｓ
）、偏光度の目標値を満足するものであった。かかる目標値を満足する状態にあるものを
、表１では「○」として表示した。
【００９８】
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【表１】
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